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嘉麻市産業廃棄物処理場火災

・ 飯塚地区消防組合は、旧飯塚市、旧山田市、旧嘉穂郡８町の自治

体が、消防に関する事務を協同処理するために、昭和４５年に発足

した一部事務組合です。

・ 飯塚地区消防組合管内の面積は3 6 9 . 3 2 km²、管内人口は、約

１８３，０００人となります。

・ 構成市町は、平成１８年３月２６日に飯塚市、穂波町、庄内町、

頴田町、筑穂町が合併し『飯塚市』へ、平成１８年３月２７日に山

田市、稲築町、嘉穂町、碓井町が合併し『嘉麻市』となり、飯塚市、

嘉麻市、桂川町の２市１町を管轄し、３消防署、６派出所、１出張所

を再任用を含めた署員２４７名で運用しています。

１出張所となっているのは、現在、組織再編実施計画の真只中で

あり、平成３０年４月に頴田及び庄内派出所を閉庁し、庄内元吉出

張所が新たに開庁したためです。

平成３３年度までに３消防署と８派出所に分散されていた消防力

を、「１署、３分署、２出張所」の新体制へと集約しようとするも

のが、現在行っている組織再編実施計画となります。

・

飯塚地区消防組合の組織概要
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・ 平成２９年度中の火災件数は、７１件で、前年に比べ４件増加し、約

５日に１件の割合で発生しています。

火災種別でみると、建物火災３５件、車両火災７件、その他火災２９

件となっています。

・ 平成２９年度中の救急件数は、９，７５９件で前年に比べ３９件減少

しています。

・ 平成２９年度の救助件数は、１０４件で前年に比べ８件減少していま

す。

活動件数は、９０件で前年に比べ４件増加しています。

救出人員は、６３人で８人の減少となっています。
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「嘉麻市産業廃棄物処理場火災」の概要

１ 出火日時等

（１）覚 知 平成２９年５月２８日（日）１４時０３分

（２）鎮 火 平成２９年６月２３日（金）１４時００分

２ 火災種別

その他火災

３ 火災の概要

嘉麻市にある産業廃棄物処分業の中間処理場敷地内に野積み

された産業廃棄物が燃えたもの。

４ 被害状況

（１）人的被害なし

（２）焼損面積 約７，０００㎡

（３）建物被害 １棟部分焼

（４）重機被害 油圧ショベル３台全焼損

（５）林野焼損面積 概算約１，８００㎡
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６ 気象状況 （平成２９年５月２８日１４時０３分現在）

気温（２９．５℃）実効湿度（６８．９％）相対湿度（３２．２％）

天候 （晴れ） 風速（５．５ｍ/s） 風向（北北東）

７ 延出動人員 ４，６８０名 延出動台数 ８１０台、消防ヘリ３機

（１）飯塚地区消防本部

１，４５５名 ４５４台

（２）福岡県広域航空消防応援

北九州市消防局航空隊消防ヘリ １８名３機 地上部隊７名４台

（３）福岡県消防相互応援協定

県下２４消防本部 ８１９名 ２４５台

（４）嘉麻市消防団 ２，１９２名 ８３台

（５）飯塚市、嘉麻市、桂川町消防相互応援協定

飯塚市消防団 ４３名６台 桂川町消防団 ３０名６台

（６）田川市、嘉麻市、川崎町消防相互応援協定

田川市消防団 ７６名６台 川崎町消防団 ４０名６台

【火災現場南西側から撮影
黒煙噴出状況】
5月28日
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【最先着隊到着時の状況 東側面】 5月28日

【火災現場上空（北九州市消防局航空隊提供）】 ５月２８日
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【東側面堆積物の燃焼状況】 ５月２８日

【東側面燃焼状況と建物及び重機への消火活動】 ５月２８日
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【東側面の燃焼状況と梯子車（１５ｍ級）による南東側堆積物消火活動状況】
５月２８日

【梯子車（３０ｍ級）を要請 東側面堆積物の燃焼状況】 ５月２８日
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【梯子車（３０ｍ級）による垂直壁の夜間消火活動】 ５月２８日

【北九州市消防局航空隊消防ヘリ及び梯子車（３０ｍ級）による消火活動状況】
５月２９日
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【南側面堆積物の燃焼と消火活動状況】 ５月２９日

【南東側に重機２台進入し消火活動状況】 ５月３０日



2018/5/28

10

【火災現場上空（北九州市消防局航空隊提供）】 ６月２日

産廃内は、温度の高いところがあるため、消防隊は進入できず、山林側か
らの放水を実施する。

【重機３台を活用した消火活動】 ６月３日
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【垂直壁を低く切り崩す放水消火活動】 ６月１２日

【北東側の堆積物高温部の消火活動状況】 ６月２０日
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【南側面の焼損堆積物の状況】 ６月２３日 「鎮火」

【東側面天端付近のモニタリング】 ６月２３日
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【東側面の焼損堆積物の状況】 ６月２３日

初期における防ぎょ体形図
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活動隊の運用

・ 山田署管内では、救急隊２隊を通常運用し、各消防派出所の隊員を山田

署に集結させ、非番員を招集し予備車等（２９・２４号車）を現場で運

用する。

・ ２３時００分から３時間ごとの当務・非番交互の交代を計画し、現場交

代を実施する。

・ ５月２９日、３０日は、３時間ごとの当務・非番交互の交代要員をあて

特に非番は２班を編成し６時間の休憩がとれる体制をとる。

・ ５月３１日から６月２０日までは、９時００分から１７時００分の間、

飯塚及び桂川署の非番隊員による現場応援（４時間交代の２交代制）を実

施する。

・ 山田署は１７時００分から翌８時３０分までの夜間対応を主に実施する。

消防水利について

・ 現場付近の消火栓は、地上式消火栓１基（１００㎜）しかないため、

火災初期は常備消防が部署するが、その後、消防団と交代し中継体形を

とる。消火栓から火点までの距離は、約３２０ｍ

・ 溜池（楠ヶ浦溜池）から約９２０ｍの距離を、消防団車両６台で常備消

防に２４時間対応にて中継送水した。

・ 溜池は送水２日目に減水が見られたため、用水路から約５００ｍの距

離を、消防団車両３台で中継送水し、２４時間対応にて補給した。

・ 消防団の近隣応援により、山田川から約１．４ｋｍの距離を消防団車

両９台で常備消防に中継送水した。
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地上式消火栓単口（１００㎜）

火災当日、常備消防と交代して消火栓から常備消防に中継送水をする。
火災当日を除き、付近住宅の水道水の水圧不足や赤水苦情で使用可能時

間が１０時００分から１５時３０分となる。

溜池からの中継送水

溜池は県道から約１５ｍの落差があり、さらに現場まで約９２０ｍの距
離と約５０ｍの高低差を消防団車両６台で遠距離中継送水し、常備消防に
２４時間対応で送水した。（１０日間）

６月４日以降嘉麻市消防団から機関の故障が多く発生しているため、５
０分間送水して、１０分間休める体制で願うとの申し出があり、時間管理
をして活動する。
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山田川からの中継送水

溜水の減水のため、近隣応援消防団による山田川から１．４ｋｍ、高低差約
５０ｍをポンプ車９台での遠距離中継送水にて簡易水槽への補給を実施する。

溜池への補給
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水源確保についての対応

・ 福岡県消防相互応援協定 第１要請

・ 福岡県消防相互応援協定 第２要請

・ ミキサー車の運用

・福岡県消防相互応援協定に基づく第１要請

田川地区消防本部（タンク車１台 ８名）、直方市消防本部（タンク
車１台 ２名）、直方鞍手広域市町村圏事務組合消防本部（タンク車1
台 ２名）計３台による山田消防署の消火栓から給水し、消火水のピス
トン搬送と消火隊１口放水を実施 。

水源確保
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福岡県消防相互応援協定第２要請で、県下２４消防本部が福岡県消
防学校に集結し、タンク車による消火水のピストン搬送と消火隊の応援
を受けるとともに、タンク車と水槽車を基点に送水し産廃の南側面や北
側面にホースを延長し、重機での切り返し箇所に放水を実施する。

ミキサー車３台（１台当たり４ｔ積載）を筑豊地区建設協会に依頼し、
ピストン搬送にて合計４０８ｔの水を搬送する。

４ｔ×延べ１０２台＝４０８ｔ

６月１３日～６月１９日 ミキサー車で水源確保
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６月２０日 「鎮火の判断」の検討と監視活動へ


 ・ 重機による掘り起しと消火活動は全面に渡り実施されていること

 や、垂直壁の掘り起しによる放水活動も終了し、２０ｍ以上あった

 焼損垂直壁の手前側が５ｍ程度の高さまで低くなっていることなど

 から、「鎮火の判断」を検討する。 また、現場はほぼ終息してい

 るが、産廃の特性から蓄熱され再燃の可能性もあるため、消防隊の

 経験則によるだけでなく、表面温度及び一酸化炭素濃度のデータを

 参考にしての鎮火判断とする。



６月１９日から産廃全域による定点でのモニタリングで、深さ１ｍ
の温度は平均３０度、一酸化炭素濃度は、０ｐｐｍで変化はなく、水
温の変化も認められないことから鎮火と判断する。

６月２３日 １４時００分 【鎮火】
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鎮火後の現場対応等

・ ２４時間監視態勢・・・６月２３日

・ ４時間毎巡視態勢・・・６月２４日から６月３０日まで

・ ８時間毎巡視態勢・・・７月１日から８月２３日まで

・ １日１回巡視態勢・・・８月２４日から９月３０日まで

・ 事業所 社員の常駐監視等を指示する。

・ 保健所 土日祭含む毎日１３時３０分に１回実施。

梯子車による消火の有効性

積み上げられた産廃の垂直壁が２０ｍを超えているため梯子車での
消火が必要となる。

隊員の放水が届かない箇所は梯子車の消火が有効であった。
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消防ヘリによる空中消火の有効性

放水隊や梯子車での放水が届かない箇所は、広範囲に発炎燃焼があり、
防ぎょ困難となっていたため、消防ヘリによる空中消火は、非常に有効
であった。

また、山林への延焼防止にも非常に有効であった。

消火剤入り消火水の有効性

産廃火災は、薬剤を使用することで熱や煙を早く抑えることができるとの
情報を得たため、水に消火薬剤を０．５％混入することで表面張力がなくな
り、水より浸透力が増して有効な消火できる。

北九州消防局から消火薬剤の提供を受ける。また、森田ポンプからＣＡＦ
Ｓ用消火薬剤の提供を受ける。
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重機による切り返しと放水併用の有効性

燃えている産廃に放水して表面の火炎は消火しても消火水が浸透しにく
いため、時間がたつと再燃を繰り返していた。

確実に消火するには、重機で掘り起こしながら放水することが非常に有
効であった。

現場の安全管理について
・ 危険個所への進入禁止を周知徹底。

・ 隊員の熱中症対策のため、サプリメントの補給及び適宜休憩。

・ 臭いと煤煙に対するマスクの着用指示。Ｎ９５マスク等の配布。

・ 重機オペレーターに活動方針を伝え、休憩時間を指定し、携帯電話で連絡

を密にして事故防止を図る。

・ ６月５日から、福岡県消防相互応援協定による調整会議を１日２回実施。

現場指揮本部、県指揮隊、指揮支援隊、県、市の担当者が出席し、本日の活

動方針を決定してその結果を周知徹底する。

・ 現場で活動する隊員の健康管理のため、１日４回以上、現場３カ所を測定

地点とし大気の塩化水素、硫化水素、一酸化炭素、二酸化炭素、一酸化窒素

二酸化窒素の濃度を、嘉穂・鞍手保健福祉環境事務所に依頼し、定期に測定

結果を入手し活動隊に情報提供した。また、現場に放射能由来の産業廃棄物

やアスベストが搬入について県環境部及び事業者に確認した結果、搬入され

ていないことを活動隊に達示した。
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・ 現場活動を行った２０７名の職員のうち５３名から、喉の痛みや瞼の

腫れ、頭痛等があった旨の報告があった。

その者たちは、すぐに症状回復し病院を受診することはなかった。

また、当消防本部の産業医に現場活動を行った職員の健康被害につい

て相談した結果、今回の活動による疾病等は、一旦改善されれば、将来的

に健康被害を及ぼすことはないので、問題ないとの意見を頂いた。

・ 職員の健康管理について発災１１日後に健康調査（書面アンケート）

を行った。

・ 症状がでた職員に追跡調査を実施したが、症状回復後に再発すること

はなかった。

職員の健康被害及び対応について

鎮火まで時間を要し困難を極めた要因

・ 発生日時が、日曜日であり従業員等が不在で、発見及び
１１９番通報が遅れたこと。

・ 産業廃棄物処理法で定められた処理基準数量の約５倍の
廃棄物が堆積されていたこと。

・ 現場付近の水利状況が非常に悪く、水源確保の対応と同
時に遠距離中継送水による防ぎょであったこと。
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今回の火災での教訓及び対策等

・ 現場は標高約１４０メートルの峠の頂上付近にあり、水利条件が非常に悪

く使用量も制限されたので防ぎょに困難を極めたこと。また、付近には、わ

ずかながら民家もあり山林も近いため、嘉麻市に対し、現場付近を新設消防

水利の最重要箇所に認定して早急に設置するよう要望した。

また、今回の火災では、１０ｔ及び８ｔの簡易水槽が団からの中継送水、

応援協定のピストン搬送の受水槽として放水活動の中心となり、有効に活用

できたことから、各ブロック等に配置することも必要と思われる。

・ 今回のように、水利状況が悪く、水源確保が困難な地域での長期化する災

害発生に備え、ミキサー車手配等に関する協定を結ぶ必要がある。

また、重機の手配に関しても協定を結ぶ必要がある。

・ 今回の火災を教訓に管内の産廃施設の警防計画の見直しを実施する。

・ 産業廃棄物の処理場や集積場所について市、県などの環境課等から情報を

入手し消防側も把握することで連携をとる。

・ 火気の管理を徹底すること。
・ 火災が再発しないよう、産業廃棄物の温度確認等の管理を徹底するこ

と。
・ 産業廃棄物の温度が上昇する場所は、重機で産業廃棄物を切り返し、

放水も併せて実施し冷却すること。
・ 消火設備等を引き続き確保し、消火態勢を構築すること。
・ 敷地内の屋外タンクに水を確保するとともに、必要な電源も確保する

こと。
・ 自重圧縮がかからないよう、産業廃棄物を高く積み上げないようにす

ること。
・ 産業廃棄物の温度が高温を示している箇所から先に撤去すること。

上記内容を産業廃棄物処理場責任者に対し指示する。

火災予防上の対応について
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国立環境研修所によれば

・摂氏６０度以下であれば微生物発酵のみと考えられ、火災の
危険性はない。

・摂氏７５～８０度以上であれば、化学反応や酸化発熱ととも
に蓄熱がおこっていると考えられ、地中火災が発生する可能性
があることから危険信号。

・表層の温度が低くても、表層から１m程度の深さで、一酸化
炭素濃度が５０ppmを超過するようであれば危険信号。

・廃棄物の積み上げが高くなると、可燃性廃棄物の内部が嫌気
(けんき)状態となり、嫌気性微生物代謝によりメタンガスなど
が発生する。
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廃棄物処理業における
火災爆発について

独立行政法人 労働者健康安全機構

労働安全衛生総合研究所

化学安全研究グループ

板垣 晴彦

2018. 5. 28 特異火災と対策

講演の概要

 労働災害の発生状況

 廃棄物処理業の問題点と特性

 廃棄物処理業での労働災害
• 死傷者数、度数率、強度率、火災爆発件数

• 最近の廃棄物による火災爆発

 火災爆発事例の紹介
• ＲＤＦの蓄熱発火

• 廃油再生燃料工場での混触による火災爆発

2018. 5. 28 特異火災と対策
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労働災害の発生状況

 労働災害による死者は９２５人、死傷者は１
１万８０７９人。（２０１７年速報）

• 交通事故の死者は、３６９４人（２０１７年）

• 火災による死者（放火自殺者等を除く）は、１１１４人
（２０１６年）

 重大災害（３人以上死傷）は増加の傾向

• 過去最少（１９８５）の約２倍２７８件（２０１５年）

2018. 5. 28 特異火災と対策

廃棄物処理業の問題点と特性

 性状・品質・処理量が一定ではない。

 詳細な成分が不明である。

 処理コストが制限されている。

 収集運搬と中間処理と最終処分に関与企業
が分かれている。

 多くが中小企業である。（特に収集運搬）

 労働者の安全意識・安全技術の水準が不十
分な場合が少なくない。

2018. 5. 28 特異火災と対策
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事故の型別の死傷者数の割合
（２０１２～２０１６） 単位人／年 出典：職場のあんぜんサイト

2018. 5. 28 特異火災と対策

全業種
（59.1万人中）

製造業
（13.6万人中）

廃棄物処理業
（６337人中）

１ 転倒 22.3%
はさまれ、

巻き込まれ↑
27.7% 墜落転落↑ 21.2%

２ 墜落転落 17.1% 転倒↓ 17.8%
はさまれ、

巻き込まれ↑
21.2%

３
はさまれ、

巻き込まれ
12.7% 切れ、こすれ 10.6% 転倒↓ 13.5%

４ 動作の反動 12.1% 墜落転落↓ 10.5% 動作の反動 9.7%

５ 切れ、こすれ 7.4% 動作の反動 8.3% 飛来落下 8.5%

６ 交通事故（道路） 6.9% 飛来落下 8.0% 切れ、こすれ↓ 5.9%

７ 飛来落下 5.8% 激突 4.2% 激突 5.8%

８ 激突 4.8% 激突され 4.1% 激突され 5.5%

火災爆発ほかの死傷者数の割合
（２０１２～２０１６） 単位人／年 出典：職場のあんぜんサイト

2018. 5. 28 特異火災と対策

全業種
（59.1万人中）

製造業
（13.6万人中）

廃棄物処理業
（6337人中）

高温・低温
物との接触

２７７３

（2.34％）

８７６．４

(3.23％)

１７．８

(1.40％)

有害物との
接触

４８０．４

（0.41％）

２１４．８

(0.79％)

１０．２

(0.80％)

爆発・破裂
１３２．０

（0.12％）

５９．０

(0.21％)

３．８

(0.30％)

火災
８１．４

(0.07％)

３９．６

(0.15％)

１．４

(0.11％)

高温物と有害物では負傷者が必ずいるが、爆発・火災では死傷者がいない場合が少なくない。
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火災爆発の件数の推移

2018. 5. 28 特異火災と対策

出典：厚生労働省への報告事例

廃棄物処理業における
労働災害の度数率と強度率

 度数率

• 度数率とは、１００万延べ労働時間あたりの死傷
者数のことで、死傷の確率を表す指標

• ５００人×２５０日×８時間が１００万時間となるか
ら、５００人企業での１年間の死傷者数に相当

• よく用いられる指標で企業規模の大小の影響は
なくなるが、装置主体の産業と労働力集約型産
業とでは比較がしにくい

2018. 5. 28 特異火災と対策
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度数率の推移

2018. 5. 28 特異火災と対策

出典：中災防 安全衛生年鑑、職場のあんぜんサイト

2018. 5. 28 特異火災と対策

死 亡 ７５００日（＝３００日×２５年）

身体障害 障害等級に応じて５０～７５００日

休 業 休業日数×３００／３６５

 強度率

• 強度率とは、１０００延べ労働時間のあたりの労
働損失日数のことで、死傷の程度を表す指標

• ８時間×１２５日が１０００となることから、１人が
約６か月働いた際の休業日数に相当
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強度率の推移

2018. 5. 28 特異火災と対策

出典：中災防 安全衛生年鑑、職場のあんぜんサイト

2018. 5. 28 特異火災と対策

最近の廃棄物による火災爆発
出典：新聞報道（読売新聞、朝日新聞）

年月日 都道府県 事故の概要

2018. 5/11

2018. 4/21

2018. 4/21

2018. 4/13

2018. 4/ 4

2018. 3/17

2018. 3/ 8

2018. 2/ 2

2018. 1/21

2017.12/24

2017.12/24

2017.10/30

2017.10/30

2017. 8/24

2017. 8/ 9

2017. 7/26

鹿児島

長野

三重

栃木

青森

大分

兵庫

宮城

茨城

三重

宮城

福岡

長崎

富山

秋田

福岡

産廃処理会社の焼却場で火災。３００平方ｍを焼く

産廃処理会社の施設で火災

ケーブル工事会社の廃ケーブル置き場から出火。焼却炉から延焼か

民家で住人がスプレー缶に穴を開けていたところ爆発し火傷

市の清掃工場の破砕選別施設から出火。ごみ収集が４日間停止

産廃処理会社で野積み廃材が火災。３日後に鎮火

金属スクラップ置き場から出火。鎮火は５時間半後。10ヵ月前にも

廃船の釣り船を解体作業に出火し、全焼

プラスチックや家電製品の廃品置き場で休業日に出火

窓建具などの製造工場の廃棄物集積場から出火。１７０平方ｍ全焼

無人の自動車解体会社において廃車９０台が全焼

産廃処理会社においてプラスチック粉砕工場３２０平方ｍを全焼

産廃処理会社の資材倉庫数千平方ｍを全焼。大量の塗料を保管

廃車置き場で３台が全焼

再生固形燃料製造工場で保管中の固形燃料が燃えた

リサイクルセンターで野積みの家電や発泡スチロールを焼いた
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2018. 5. 28 特異火災と対策

年月日 都道府県 事故の概要

2017. 5/28

2017. 5/28

2017. 5/19

2017. 5/16

2017. 5/13

2017. 5/12

2017. 5/ 9

2017. 4/ 6

2017. 3/24

2017. 3/17

2017. 3/12

2017. 3/11

2017. 1/26

2017. 1/17

福岡

千葉

兵庫

大分

宮城

福岡

栃木

大分

埼玉

茨城

大分

大分

千葉

大分

産廃中間処理場で野積みの廃棄物が燃える。鎮圧まで２週間

市清掃センターで焼却炉へのベルトコンベアー上の生ごみが出火

金属スクラップ置き場から出火。鎮火は２２時間後

産廃処理会社で仮置きしていた建築廃材を１５００平方ｍが焼けた

リサイクル会社の廃材置き場で鉄くずやプラスチック片が焼けた

産廃処理会社でガスボンベが爆発。敷地外で破片により1人軽傷

廃材置き場の建屋２棟が全焼、８３０平方ｍを焼いた

産廃処理施設で廃プラや木屑など６２０平方ｍを焼いた

中古車解体施設で車１５台と古タイヤ２００本が焼けた

再生油燃料製造工場で爆発と火災。1名死亡、２名負傷

廃材処理会社で廃材置き場の畳が燃えた

個人所有の事務所兼倉庫内に放置された一般廃棄物が燃えた

中古タイヤ販売店でタイヤ数百本が燃えた

廃棄物処理会社で廃油と鉄粉を保管していた建物が激しく燃えた

2018. 5. 28 特異火災と対策

 上記のように、廃棄物が原因となった火災爆
発災害が繰り返し発生している。

 どんな時に起きているかを見ると．．．．

• リサイクル工場：再生、保管、焼却工程など

• 清掃工場：資源ごみ、粗大ごみの選別・破砕中

• ごみ収集車：スプレー缶などによる車両火災

 ほか一般事業場や一般消費者でも発生

• ガス抜き中や加熱による破裂
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ＲＤＦの蓄熱発火

 発生状況

• 三重県のごみ固形燃料発電
所において、異常発熱の放
水冷却中に、小爆発が発生し、
４名が負傷

• ５日後に大きな爆発が再び発
生し、屋根上にいた消防士２
名が吹き飛ばされて死亡

• 類似事例は全国各地であり

１０ｔの屋根が３００ｍ飛ぶ
安全工学,vol50,No.3,p.174 (2011)

発生原因

 新技術の尚早な実用化と大型化

 環境技術に注目した結果、安全への配慮が
おろそかとなり、対策が整っていなかった。

 異常発熱が繰り返されていたにもかかわらず、
対症療法的な対策にとどまった。
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自然発火の生起は発熱と放熱の
熱的バランスがキーポイント

熱の蓄積により発火に至る条件

放熱曲線Ⅱ ∝ (T-TB)

(雰囲気温度高)

放熱曲線Ⅰ ∝ (T-TA)

(雰囲気温度低)

発熱曲線∝exp(-E/RT)

体積に比例。生物発酵は異なる

蓄熱発火の防止対策

 自然発熱特性の測定

 蓄熱は、装置の規模効果が著しいので、むやみ
な大型化を行わない。

 適切な位置へのセンサーの設置（温度、ガス濃度、
内容量）

 異常発熱に対する冷却設備や放水設備の設置
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廃油再生燃料工場での混触による火災爆発

３分前：建屋裏手側からの白煙は、爆発の８分前ぐらいから正面側からの映
像にも上端中央部に写り始め、３分前になると明瞭になった。

最初の爆発：中央上の窓に火炎が確認できる。受入タンク付近か。
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０秒後：中央上の窓から白煙が噴出し、左のシャッターが吹き飛ぶ。

２秒後：建屋内で大きな爆発が発生。
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２秒後：一瞬で火炎が拡がる。爆風を受けて画像が揺れる。

４秒後：もう少し近かったら、火炎を浴びていた。
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７秒後：吹き飛んで舞い上がった屋根が右上や左上に落ちてきた。右上の屋根
は落ちた後もしばらく燃え続けた。

2018. 5. 28 特異火災と対策
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2018. 5. 28 特異火災と対策

化学物質の混触反応の防止対策

 取り扱う物質については商品名だけではなく、
化学薬品では正式名とＳＤＳを、廃棄物では
マニフェストを参照する。

 作業員間の意思疎通と情報の共有

 不明な点があれば、簡易な分析を実施

 バルブや配管類の色と形で識別

 ヒトは時に誤ることを前提に

2018. 5. 28 特異火災と対策



40

講演のまとめ

 労働災害による死者は１０００人弱、住宅火
災よりも少なく、交通事故の約１／４である。

 廃棄物処理業の問題点と特性を述べた。

 度数率や強度率、火災爆発件数などの推移
と最近の事例リストを示した。

 事故事例を示し、発生原因を述べた。

2018. 5. 28 特異火災と対策

2018. 5. 28 特異火災と対策

ご静聴ありがとうございました

 ご質問・ご意見がありましたらこちらまで。

労働安全衛生総合研究所

化学安全研究グループ 板垣 晴彦

電 話：042-491-4512 （代表）

ホｰムペｰジ：http://ｗｗｗ.ｊｎｉｏｓｈ.ｊｏｈａｓ.ｇｏ.ｊｐ
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屋内廊下式・木造共同住宅の防火対策について

１ 屋内廊下式・木造共同住宅の火災で多数の死傷者が発生

 平成２９年５月７日（日）午後１１時頃、小倉北区において延べ面積２８３㎡の

木造２階建て共同住宅１棟が全焼し、死者６名・負傷者５名の甚大な被害をもたら

す火災が発生しました。

２ 本火災における課題

  この火災では、火災原因調査等により、主な課題として次の３つが顕在化しまし

た。

① 本市火災予防条例で定める防火対象物の使用開始届出等が提出されていなか

ったため、防火対象物として把握できず、防火指導ができなかったこと。

② 老朽化した木造の屋内廊下式という建物構造から、火災が急速に拡大したと考

えられること。

③ 出火箇所が１階の共用部分であり、５００㎡未満の共同住宅であったことから

自動火災報知設備が設置されていなかったため、居室での気づきが遅れて、避難

行動の時期を逸したこと。

３ 緊急の防火対策

（１）特別査察の実施

木造２階建ての共同住宅で延べ面積が５００㎡未満の１，０１２棟に対し、特

別査察を実施しました。その結果、約６割に何らかの違反があり、防火指導を行

いました。

また、この査察において、火災建物と同様の屋内廊下式・木造共同住宅の４０

棟を確認しました。

（２）ローラー作戦の実施

課題①の対策として、届出等のない防火対象物の把握を目的として、特別査察

を行った防火対象物と、周辺街区においてローラー作戦を実施し、その結果、未

把握の防火対象物と疑われる約５００棟を把握しました。

その後、この５００棟を精査し、消防用設備等の設置義務がある１３９棟の建

物を確認しました。

４ 煙・熱の流動状況や無線式連動型・住宅用火災警報器の有効性等の検証

  課題②と③の対策として、屋内廊下式・木造共同住宅の廊下等の共用部分に対し、

無線式連動型・住宅用火災警報器（以下「連動型・住警器」という。）等の設置が

有効ではないかと考えました。

そこで、１０分の１スケールモデルを使用した実験と併せて、消防大学校消防研

究センターに協力を頂いたシミュレーションによって、煙と熱の流動状況を確認し

ました。また、実物の屋内廊下式・木造共同住宅を使用し、住宅用火災警報器の警

報音の伝播実験と、避難に有効な警報音量を確保するための警報器の設置基準の検

証を行いました。

これらの結果を踏まえ、新たな防火対策の方針として、新築と既存の屋内廊下
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式・木造共同住宅に対し、自動火災報知設備や連動型・住警器の設置に向けた取り

組みを行うこととしました。

５ 新築等の屋内廊下式・木造共同住宅への対策

  新築や増・改築等の屋内廊下式・木造共同住宅に対しては、火災予防条例を改正

し、延べ面積が１５０㎡以上のものについて、自動火災報知設備の設置を義務化す

ることとし、平成３０年４月１日に施行されました。

なお、新築の屋内廊下式・木造共同住宅については、近年、消防同意の件数は減

少していますが、今後、シェアハウス等の新築や増・改築、用途変更、あるいは木

造建築物に対する規制緩和を考慮し、条例改正を行うこととしました。

６ 既存の屋内廊下式・木造共同住宅への対策

既存の屋内廊下式・木造共同住宅に対しては、改正条例を適用できないため、次

の２つの防火指導要綱を制定し、建物関係者に連動型・住警器の設置を促進するこ

ととしました。

①屋内廊下式・木造共同住宅に対する連動型住宅用火災警報器設置促進に関する

要綱

・安全対策の強化として、火災の早期発見と速やかな避難ができるよう、廊下等の

共用部分に連動型・住警器の設置を促進することとし、その対象や内容、設置基

準等を定めたもの。

②屋内廊下式・木造共同住宅等の自主防火基準等適合証に関する証票交付要綱

・消防法令を遵守し、自主的に連動型・住警器を設置していることを表す証票とそ

の交付対象を定め、証票によって連動型・住警器が設置されていることを居住者

等に情報提供ができるよう定めたもの。

７ 保健福祉局との連携による防火対策

 今回の火災建物には、生活保護の受給者や日雇い労働者など、生活困窮者と言わ

れる方が多数入居し、これらの方々が被災したことから、保健福祉局と連携して、

ケースワーカーによる防火指導等を行うこととしました。

具体的には、ケースワーカーが被保護者宅へ訪問した際、火災予防の啓発を行う

とともに、チェック表に基づき居住している共同住宅における消火器の設置状況や、

避難経路の物品の有無等を確認し、異常があるときは消防へ連絡するシステムとな

ります。
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2018年度日本火災学会研究発表会 特別企画WS

2018年 5月28日(月) ＠北九州国際会議場

昨今の老朽木造住宅火災とその背景

～超高齢社会における終の棲家と火災安全～

昨今の老朽木造住宅火災とその背景

～超高齢社会における終の棲家と火災安全～

関澤 愛

東京理科大学大学院

理工学研究科.....
国際火災科学専攻

札幌市自立支援施設火災

過去の類似火災
 新宿区大久保アパート火災

（5名死亡 2011年11月 6日）

 川崎市簡易宿泊所火災

（11名死亡 2015年 5月17日）

 北九州市小倉北区アパート火災

（6名死亡 2017年 5月 7日）

 秋田県横手市のアパート火災

（5名死亡 2017年 8月22日）

 大阪府豊中市アパート火災

（5名死亡 2017年12月8日）

 札幌市自立支援施設火災

（11名死亡 2018年 1月31日）
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新宿区大久保アパート火災

（死者5名 2011年11月 6日）

新宿のアパート「ローズハウス林荘」の間取りと火災

ブログ「生活保護者の悲しい新宿ア

パート火災の現実」より引用

https://ameblo.jp/fitech-
hayashi/entry-11078804712.html
（2018年5月21日アクセス）

アパートは1963年建築。幅1.5mの

中廊下式で、部屋は廊下の両側に

配置され、計２６部屋のうち２２部屋

に２３人が入居していた。

人的損害は、5名死亡、2名負傷。

火災は、１階西側の居室から出火し

たとみられる。
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新宿区大久保のアパート火災の概要

 木造２階建ての約200㎡を焼き、約２時間後にほぼ鎮圧。

 アパートは古く、以前にも小火があった。

 亡くなられた５名の方のうち４名は70歳以上の高齢者で、

歩行が不自由なために逃げ遅れた方もいた。

 一人暮らし高齢者が多く、生活保護や日雇いで働く人も

いた。

 居住していた23名のうち19名が生活保護の受給者

新宿区大久保のアパート火災の概要

 当初「新宿区の生活保護施設で火災」と誤って報道した

メディアもあった。しかし、林荘は民間の賃貸住宅。

 この火災では、身元確認が難航し、最終的に一人の方

の身元が確定できなかった。親族と確認がとれたものの、

引き取りを拒まれた３人も含め、４人の方のご遺骨は「無

縁仏」として山梨県上野原市の寺院に預けられている。

 こうした経緯は、「都会の独居老人の孤立」を象徴するも

のとして注目され、NHKの「クローズアップ現代」では、

2012年1月に「“無縁老人”をどう支えるのか」という番組

を放送している。
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北九州市アパート火災

（死者6名 2017年5月7日）

発生時刻：2017年 5月7日
覚知時刻：2017年 5月7日

23時20分
鎮圧時刻：2017年 5月8日

0時16分
出火建物（中村荘）

構造 ：共同住宅 木造

階数 ：２階建て

建築面積 ：148㎡
延面積 ：295㎡
死 者 ： 6人／16人
負傷者 ： 5人（中等症）
※防火対象物使用開始届出の提出なく、

消防が把握していない共同住宅だった．

昭和35年築．

燃え落ちた「中村荘」全景＝西日本新聞から提供
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・居住者の半数以上は生活保護受給者
・生活保護の申請から受給決定までの一時的住まいとして紹介

（路上生活者の生活支援に取り組むNPO法人談）

大阪府豊中市アパート火災

（死者5名 2017年12月11日）

 発生時刻：2017年12月8日 （19時35分頃）

 覚知時刻：2017年12月8日 19時39分
 鎮圧時刻：2017年12月8日 20時55分
 出火建物：みやび荘

構造 ：共同住宅 木造

階数 ：２階建て

建築面積 ：207.90㎡
延面積 ：405.90㎡

 死 者 ： 5人／16人
 負傷者 ： 1人（軽症）
※立入り検査において各居室に住宅用火災警報器の設置を確認．
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築年数の古い老朽化した木造共同住宅

中廊下型の共同住宅

不十分な防火設備、避難施設、防火管理

入居者の多くが高齢の貧困世帯（生活保護受給者）

で、かつ自力避難困難者も多い

法規上は一般の共同住宅であり、防火査察や指導

は行き届いていないが、法規上の違反は少ない

これらの火災に共通する特徴とはこれらの火災に共通する特徴とは

11

 中廊下型であることが火災危険の主要な問題なのだろうか

 これらの施設に共通した、種々の特徴が複合的に影響して

大きな人的被害につながっているのではないか

 古い木造の２階建て共同住宅は、いたるところに現在も多く

残っているが、多数の死者が伴う火災は最近になって頻発

 火災警報器の有無や作動状況、２方向避難の有無も重要

 高齢の体力も低下した生活保護受給者の多くが終の棲家と

して、なぜこうした一般の老朽木造共同住宅に入居せざるを

得ないのか、その現実にも目を向ける必要がある

火災危険の背景にある問題とは何か？火災危険の背景にある問題とは何か？

12
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当面の消防防災的対策としては、

 貧困高齢者等の自力避難困難者の多い、実質的に生活支

援施設となっている老朽化した木造共同住宅に対しては、消

火器、連動型住宅用火災警報器の設置推進、あるいは条例

での設置義務付けとその後押しとしての助成措置が必要。

 ２方向避難（出口と階段）の確保。非常階段や避難梯子でも

よいから２方向避難確保を指導し、訓練でも意識づける。

 火気の管理、居室内や廊下における可燃物管理など、施設

所有者や居住者への定期的な防火指導、見守り。放火防止

対策も重要。

対策をどのように考えるべきか？対策をどのように考えるべきか？

13

他の行政部局との連繋によって進めるべき対策としては、

 昨今のこうした火災の背景には、「建築基準法や消防法等

の不備（または規制し難い部分）」だけではなく、本質的には

「社会福祉」、「住環境保障」の問題がある。

 その解決には、単に防火規制･対策の強化、施設の運営実

態にあった用途認定や防火施設の違反処理や設置という

従来の対策だけでは不十分であり、

 社会の底辺に生きるこうした貧困層の居住事情を踏まえた

福祉の面からのアプローチ、公的なセーフティネットが必要

対策をどのように考えるべきか？対策をどのように考えるべきか？

14
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 我が国では、高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅の確保に配

慮が必要な人が今後も増加する見込みだが、住宅セーフティネッ

トの根幹である公営住宅については大幅な増加が見込めない。

 一方で、民間の空き家・空き室は増加しており、これらを活用した、

新たな住宅セーフティネット制度が2017年10月からスタートした。

 新たな住宅セーフティネット制度は、

①住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度

②登録住宅の改修や入居者への経済的な支援

③住宅確保要配慮者に対する居住支援

の３つの大きな柱から成り立っている。

新たな「住宅セーフティネット制度」について新たな「住宅セーフティネット制度」について

15

賃貸住宅の賃貸人は、住宅確保要配慮者の入居を拒ま

ない住宅として、都道府県・政令市・中核市にその賃貸

住宅を登録することができる。

都道府県等では、その登録された住宅の情報を、住宅

確保要配慮者の方々等に広く提供する。

その情報を見て、住宅確保要配慮者の方々が、賃貸人

の方に入居を申し込むことができるという仕組みである。

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度
「断らない住宅」の提供

住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度
「断らない住宅」の提供

16
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「朝日新聞」5月6日朝刊より引用

（解決の方向）

 借り上げ型の公営住宅の増設

 公的な入居保障制度の導入

 居住支援協議会の設立

※参考資料：「稲葉剛公式サイト」

（http://inabatsuyoshi.net/2012/03/01/113）

（解決の方向）

 借り上げ型の公営住宅の増設

 公的な入居保障制度の導入

 居住支援協議会の設立

※参考資料：「稲葉剛公式サイト」

（http://inabatsuyoshi.net/2012/03/01/113）
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住宅セーフティネット住宅情報提供システム
http://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php
住宅セーフティネット住宅情報提供システム

http://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php

住宅セーフティネット住宅情報提供システム
http://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php
住宅セーフティネット住宅情報提供システム

http://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php

[0] [50][3] [1][0] [0] [0] [0][54]
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住宅セーフティネット住宅情報提供システム
http://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php
住宅セーフティネット住宅情報提供システム

http://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php

[0] [50][3] [1][0] [0] [0] [0]

宮若市に３住戸のみ

[54]

 SP設置に代表される、防火規制の強化や設備設置費の補助制度

の充実だけでは根本的な解決にはならない怖れがある。

 次から次へと現れる、規制緩和や世相の反映等による既存の防火

対象物の枠に収まらない新たなグレーゾーンの施設の増加。

 既存の施設への防火規制の強化を行なっても、本当に困っている

人たちは、また別の新たな施設へと流れて行く可能性が大きい。

 消防行政（予防行政）の課題としての側面と同時に、消防行政の枠

を超えた範ちゅうの課題が提起されている。

 他の関連する行政との連携や情報共有、社会との連携が必要。

問題や課題を俯瞰的にみることが必要問題や課題を俯瞰的にみることが必要
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 札幌市自立支援施設の例にみられるように、実態として生活保護

世帯の支援施設として運営されているような共同住宅等について

は、届出を待つまでもなく、行政間で情報共有をすすめて相互に

実態把握を行うこと。

 自治体側からのアプローチにより、適切かつ現実的な対策、当面

実施可能な対策について、事業者の相談に乗るスタンスで始める

べきではないだろうか。

 その際に、機械的に通り一遍のお役所的な規制の徹底のような対

応ではなく、各施設の実情に従い、施設運営者、また、そこに居住

する人が生活に困らない方途を探る工夫や知恵が必要である。

 現状の「住宅の貧困」にも目配りをした対策が求められている。

行政間連携や情報共有による努力の提案行政間連携や情報共有による努力の提案

みんなで一生懸命考えましょう

ご清聴ありがとうございました


	0_ワークショップの表紙と目次
	1_北代英治氏_嘉麻市産業廃棄物火災v2
	2_板垣晴彦氏講演資料_JAFSE2018廃棄物公開版
	3_品川氏講演_発表概要
	4_関澤氏講演資料_2018火災学会WS（昨今の老朽木造住宅火災とその背景）配布資料用　2018 June12a

